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地域観光政策に関する一考察
１．はじめに
　「大学生観光まちづくりコンテスト」が2011年から始まり今年2015年で５回目を迎え年々参加大学・参加チームが
増え、規模も拡大している。2015年度はステージが青森ステージ（エントリー数：35チーム、17大学、156名）、山梨
ステージ（同：76チーム、34大学、413名）、大阪ステージ（同：40チーム、22大学、240名）に加え、新たに大分ステー
ジ（同：24チーム、18大学、135名）と留学生ステージ（同：10チーム、９大学、37名）が新設され、非常に規模が
拡大した。全ステージの総エントリー数は185チーム、65大学、参加学生数981名となり、参加学生においては過去第
２位を記録した。今年度（2015年度）は大分県が誘致に成功したが、来年度（2016年度）は北陸地域（北陸３県）で
のステージ開設の要望、計画もありまさしく全国展開の様相を見せているところである。なぜ。このようなコンテス
トを地域は誘致をするのか、或いは主催するのかを地域観光政策の観点から考察していきたい。
２．コンテストの概要
　本コンテストの主催は大学生観光まちづくりコンテスト運営委員会で、事務局は（株）JTB 総合研究所と（株）三菱
総合研究所である。観光庁、文部科学省、総務省、経済産業省が後援をしており、本コンテストは、全国の大学生が、
自ら構想した観光まちづくりプラン、即ち、地方創生や地域活性化プランを競うコンテストである。このコンテスト
は、学生への実践的教育、地域資源の掘り起こし、地域ビジネスの振興などの実現を目指している。学生の自由な発
想を地域活性化に活かす産学官連携事業でもある。それぞれのメリットを挙げるとすれば、先ず、学（参加大学）と
しては、コンテストという実践的教育の機会を通じて学生の基礎力や課題解決力の向上とともに、大学としての地域
貢献・社会貢献を具現化することができることである。何よりも学生が普段大学で学んだ成果を発揮し、実践的な調
査力や企画力を醸成する機会や地域との交流を通じて、社会人となるための基礎力を体得する機会となる。次に、産
（主に旅行会社や宿泊施設等の観光関連業界）としては、コンテストへの参加協力を通じて、今後の事業の糧となる
斬新なアイデアの獲得や入賞プラン等の実現による観光客の増加や地域との繋がりの強化、更には優秀な学生の発
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掘、育成を実現することもできる。その次に、官（その多くはここでは対象地域の地方自治体や観光協会などで、以
下「地域」とする。）としては、コンテストへの参加協力を通じて、地域の観光振興、即ち、学生がフィールドワー
クで使う宿泊費、飲食費、交通費等の直接的な経済効果等は勿論のこと、地域観光資源の宣伝や地域のファンづくり、
ひいては学生の地域への就労促進にも繋げることができる。何よりも、地域課題の解決や地域活性化策の検討に対し
て、大学の知的資源、学生の熱意や斬新は発想を活用する機会を得ることができるのが最大のメリットである。
３．地域にもたらす効果
　地域にもたらす効果に焦点を当てて述べていきたい。
　先ず、狙いとしては、コンテストへの参加を通じて、地域の観光振興は勿論のことであるが、地域の観光資源の宣
伝や地域のファンづくりや学生の地域への来訪による経済効果などの直接的・短期的な効果と、それらを通じて参加
学生の地域への就職や定住促進など間接的・長期的な効果に繋げることができる。
　コンテストの全体像からそれに触れると、本コンテストは、大学（学生）の知見を活かした観光まちづくりプラン
を参加チームに企画提案・プレゼンテーションをしてもらうので事務局はプラン作成に必要な基礎講座（説明会）を
開講し、地域フィールワーク調査の支援を行うことになっている。この基礎講座の中で対象地域は先ずその地域の現
状紹介とこれまでの観光まちづくり施策を示すとともに、現状、その地域が抱えている課題を説明することができる。
そしてそれらを踏まえて、学生たちに検討、企画してもらいたいテーマの設定も地域が決めることができる。因みに
2014年度東日本ステージのテーマは「富士河口湖町と笛吹市の資源を発掘・活用し、観光を通じて、地域自体が大き
く活性化するようなプランを、テーマに沿って、自由な発想で創造して下さい。」だった。これまでの傾向としては
多くのテーマが学生を意識して「若者誘客」と「訪日外国人誘致」であったが、2015年度山梨ステージのテーマは「ミ
ズベリングと連動した富士川水系流域の観光まちづくりプラン」と地域特性を前面に出したテーマ設定であった。こ
のように地域固有の課題に対するテーマ設定ができることになっている。
　次に現地フィールドワークを実施する際には、参加学生チームは、現地を訪問し、各種資料の収集、関係者へのイ
ンタビュー、アンケート等を行うことになっているが、事務局は現地の窓口となるコーディネーターを紹介するが、
この現地コーディネーターは多くの場合、本コンテストを誘致した地域（自治体等）の担当部署の担当者となるので、
フィールワークの時点で参加学生の諸々の相談にのる一方で、地域の課題や最近の動きなどを学生に伝えることがで
きる。この時点で早くも意見交換ができ双方向の意識の交流が可能になり、その地域のファン作りに繋がっていく場
合もある。
　次に、コンテスト仕様の学生の参加条件と審査基準から地域への効果を見ていきたい。コンテストへの参加にあた
り、教職員の指導と現地フィールワークによる調査・分析・地域交流が必須条件となっている。即ち、コンテストへ
の参加条件は、①国内の大学に在学する学生（２～９名）で構成される「チーム」であること。②指導教職員が１名
以上いること。③プラン作成のため、課題となる対象地域を訪問し、現地フィールドワークを行うこと、となってお
り、これらにより、プラン提出率と内容の質を高め、地域と参加学生との交流を確保するための条件となっている。
　また、審査基準も予め開示されており、学生たちに観光まちづくりのための重要ポイントを理解してもらった上で、
プラン作成をしてもらうことになっている。具体的な審査基準は以下の通り。（各項目10点満点で合計50点）
　① 新規性（文化的、歴史的、社会的に世に知られていない、また実際に実用化（商品化）されていない資源を発掘
活用しているか。）
　② 分析・構成力（地域の課題を明確に分析し、論理的に企画を構成しているか。）
　③効果（集客はあるか。現地の活性化や雇用に貢献するか。）
　④実現可能性（提案内容が実現可能なものか。）
　⑤パフォーマンス（プレゼンテーションが効果的で、訴求力があるか。）〔本選のみ〕
　地域にとってより有用なプランとなるよう学生に対して考え方の枠組みを提供するこれらの措置によって、地域に
提供されるプランの質・精度が高められている。
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　次に、経済的な効果について考察したい。地域はこのコンテストの誘致に際して一ステージ約300万円のコンテス
ト運営経費を事務局に支出することになっている。これは主に広報・宣伝を含む基礎講座や本選の開催等のコンテス
トの運営に係る経費に充てられるものである。2014年度に初めて学生のフィールドワークによる地域への経済効果の
アンケート調査を事務局が行った。即ち、学生たちがフィールドワークに行った際にどのくらいの額を使ったかとい
う調査である。そのアンケート結果によると、費用合計は、北日本ステージが1,495,042円、東日本ステージが5,421,688
円、西日本ステージが2,204,835円で、総計が9,121,565円だった。費用平均は、北日本ステージが51,553円、東日本ステー
ジが91,893円、西日本ステージが84,801円で、全体の費用平均が80,014円だった。各地域が１ステージ約300万円の運
営費を支出しており、３ステージで総計約900万円の支出であるが、学生が使った費用総計が約913万円なのでステー
ジによっては多少のバラつきはあるものの全体的には費用対効果としては僅かではあるがプラスになっており、直接
的効果はあると判断できる。要するに、集客という観点からもこのコンテストを誘致しなければ確実に来訪すること
はなかったであろう若者を、即ち、参加学生を呼び込むことができたことは、観光政策的には効果があったと判断で
きる。
　また、訪問日数合計は、北日本ステージが467人日、東日本ステージが794人日、西日本ステージが412人日で、総
計が1,673人日だった。訪問日数平均は、北日本ステージが17人日、東日本ステージが13人日、西日本ステージが16
人日、全体の訪問日数平均が15人日だった。
　この結果、平均値としては、１チーム（５人想定）の学生が、３日間、現地訪問をし、１日約5,000円を消費して
いることとなった。即ち、フィールワークによる一定の地域経済効果が見られたほか、更に対象地域の方々と学生が
交流することで、その地域のファンとなり、コンテスト後に再訪問するなど、地域へのリピーターとなっているケー
スも多く見受けられ、ある一定の間接的効果もあると判断できる。もう少し視野を拡げれば、地域と関わった学生た
ちがリピーター化するだけではなく、その地域に就職したり定住することも予想できるので、長期的な間接効果も可
能性としては考えられることである。また、本コンテストには多くの観光系学部学科の学生が参加しておりその学生
たちのうち一定数は将来観光業界に進む学生たちである。要するにその地域を知っている或いはファンになった学生
が観光業界にいる、或いは、年々、増えていくということは地域にとって限りなく大きな財産である。
　最後に、観光政策的に、最大の効果に言及しておきたい。なぜ、このコンテストを誘致するのかの解答にもなるが、
各地域では様々な観光振興、地域活性化を目的とした施策を講じているが、全ての施策が期待通りの成果を出してい
る訳ではなく、逆に多くの施策が当初の目的を達成できずに期待外れに終わっていることも多いのは事実である。そ
こで地域はこのコンテストに何を求めるかというと、学生の若い発想での斬新な企画提案を求めているのである。既
存の地域の発想だけでは昨今の多様化した価値観とそれに伴いニーズの多様化した消費者の心を掴む施策を企画立案
するのは最早限界に来ていると言わざるを得ない。そこで地域の観光政策としてはこの地域の企画立案能力を補完す
る施策の一つとして本コンテストを位置づけているのである。従って、ある一定期間、具体的には2014年度の場合で
あれば、６月の説明会から９月の本選までの間、69大学、153チーム、823名の参加学生が対象地域の活性化プランを
必死で考えること自体が地域にとっては物凄いエネルギーであり、パワーとなり得るもので、これが費用対効果など
では測り知れない最大の効果である。勿論、この中から出てくる企画提案は玉石混合ではあるが、これらの企画の全
てをいわゆるコンサルティング会社などに依頼した場合にはとても運営拠出金の約300万円では賄いきれない。まし
てやこの中で将来の商品化、事業化に繋がる企画提案が出てくれば、観光政策的には、費用対効果の面からも、当初
の目的からも大成功である。観光庁長官賞や JTB賞を受賞したプランは実現可能性が最も高いプランであるのでこ
れまでもいくつかのプランが実現化された。
４．実現化の事例
　2011年度 JTB法人東京賞の受賞大学、プラン名；「健康への第一歩　～Ways to Live a Healthy Lifestyle」は、
JTB がサポートする中、熱海市の課題とマッチして、「熱海おさかなフェスティバル」及び地元NPOと共同開発し
た「ウォーキングと足湯養生法」を実施した。
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　2012年度、フリーテーマ部門において観光庁長官賞の受賞大学の学生たちが JTB東日本商品事業部にて企画会議
を行い、南足柄の宿坊をはじめとしたコンテンツ開発プロジェクトを開設することなり、この開発では次年度の全社
キャンペーン「日本の旬や感動の瞬間」において南足柄のコンテンツとして活かしていくことになった。
　2012年度、訪日外国人向けテーマ部門にて観光庁長官賞の受賞大学の学生たちが熱海市役所にて市長、副市長、観
光課長向けにプランのプレゼンテーションを行い、今後、学内の留学生を中心に熱海市の観光に連携するスキームを
作りながら、次年度以降に向け官学で協定を結んでいく方向になった。
　2012年度、JTB 法人東京賞の受賞大学の学生たちがプランのプレゼンテーションを行い、湯河原町の観光関係者
の方々とのワークショップを実施。12月から受賞大学の学生と湯河原のみかん（柑橘類）を資源にしたコンテンツ開
発プロジェクトを JTB東日本商品事業部内に開設することになり、この開発では次年度の全社キャンペーン「日本
の旬」において湯河原のコンテンツとして活かしていくことになった。
　2013年度、西日本ステージで JTB賞の受賞大学が提案した観光まちづくりプラン「Welcome to Unique Shopping 
Street Osaka　～おもろい商店街へいらっしゃーい！！～」から、黒門市場や中崎町を舞台にした商品化を進め、
2014年９月から JTB 訪日外国人旅行オンライン予約サイト「JAPANICAN.com（ジャパニカン）」の「Experience 
Japan」にて、英語、韓国語、中国語簡体字、中国語繁体字（香港）、中国語繁体字（台湾）、タイ語のページを用意し、
「Osaka Local Kitchen Markets Walking Tour」として販売を開始した。
５．その他のコンテストについて
　これまで「大学生観光まちづくりコンテスト」について論じてきたが、筆者のゼミが、昨今、関わっている（参加
している）その他の同様のコンテスト等の概要とその特徴などを取り上げることとする。
（1）立山町インターカレッジコンペティション
　今年度４回目を迎えた富山県立山町が主催する「立山町インターカレッジコンペティション」であるが地域内だけ
では解決できない課題を、大学・学生の持つ専門的知識やアイデアで解決し地域活性化を図ること、そして大学には
立山町という生きた学びの場を提供し、学生の優れた提案を実証実験することで、提案内容の実効性を考察できる機
会を作ることを目的としている。その上で、優秀なアイデアは翌年、立山町が実証事業として取り組むこととしてい
る。募集数は毎年10～15チーム程度で、参加条件としては担当指導教員がいるゼミナール単位で申し込むこととして
いる。
　参加チームへの支援策としてフィールドワーク時に、３泊分の宿泊費（最大20名程度まで）と１日分の町内視察用
の移動手段（貸切バス等）を主催者が負担し、また、プレゼンテーション時には、プレゼンテーター３名分の宿泊（１
泊２食）を主催者が負担している。このように一定の参加チーム数を確保するための支援策を事前に用意している点
は高く評価できる。
　そして何よりも副賞として、最優秀賞の提案書は立山観光協会のHPにレポートを掲載し、優秀なアイデアは次年
度に実証実験を行う、と明記されていることが、審査委員長に施策実施の最終決定者である町長がなっていることと
併せて立山町の本気度を示しており高く評価できるものである。
　また、同じく副賞に、実証実験を行い、初年度で商品化が実現し利益が出た場合、その10％を企画提案をしたゼミ
に寄付すると明記されていることも、ユニークであるが参加学生のモチベーションを高める上でこれも高く評価でき
るものである。
　このように立山町インターカレッジコンペティションの場合は、目的や実施要項などには最優秀賞受賞の提案書は
実証実験を行うと明記されている点が大学生観光まちづくりコンテストとの違いであり地域政策としての並々ならぬ
覚悟とビジョンが窺えるものである。
　実現化の事例としては、2014年度最優秀賞受賞の企画提案の中で、立山町の観光情報サイトの機械による自動翻訳
に関して、時として支離滅裂な文法や適さない単語が使用されてしまい、外国人旅行者が理解に苦しむことが多々あ
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るという指摘があり、これを受賞大学の外国語学部の学生がチェックする仕組みを作るとの提案は、立山町の観光情
報サイトの多言語化に関する連携協定を結ぶことにより具体的な取り組みとして動き出している。これは、訪日外国
人が急増している現状の中で、自治体の観光情報サイトの自動翻訳からの脱却が急務であるとの指摘に対する答えの
一つとして注目されるべき取り組みである。
　なお、2015年度コンペティションでは筆者のゼミの２年生チームが最優秀賞、３年生チームが優秀賞を受賞したの
で、翌年度以降の実証実験への取り組みが非常に楽しみであり、既にその具体的な打合せも始まっている。
（2）関東学生『インバウンド広域周遊ルート』旅行企画コンテスト
　国土交通省関東運輸局が2015年度より展開している「関東観光広域連携キャンペーン」の一環として関東の学生に
よる旅行企画コンテストを実施するもので今年度が２回目の開催である。関東地方は、国内有数の観光地や豊かな自
然、歴史、文化に恵まれ、2015年度より展開している「関東観光広域連携キャンペーン」は、こうした関東の多様な
魅力を海外に発信し、より多くの訪日外国人の我が国への再訪を促すことを趣旨としている。このキャンペーンの趣
旨の元、学生の既成概念にとらわれない旅行企画により世界へ関東地方の魅力をPRするため、関東の学生による「イ
ンバウンド広域観光周遊ルート」旅行企画コンテストを実施するものである。
　このコンテストの特徴は、明確にテーマとターゲットを決め、対象地域の１泊２日以上の旅行企画を提案すること
である。2015年度のテーマは「関東春旅～花の季節を巡る旅～」である。ターゲットは訪日外国人であるが、国籍、
性別、年齢層、初来日である等、ターゲットの設定を明確化することが要求されている。対象地域は関東運輸局管轄
の１都７県である。もう一つの特徴は選考過程での予選（書類選考）を通過した後の事前プレゼンテーションの際に、
審査員からのアドバイスを踏まえマッチングした旅行会社と企画の磨き上げの期間があることである。決勝戦の前
に、旅行会社からのアドバイス等が受けられることでより実現性の高い企画となるという点は観光政策の視点からは
工夫された良いシステムだと評価できるものである。
　ただ今後の改善点としては、実施時期が２月から３月にかけてなので、大学はちょうど学年が切り替わる学年末の
時期なので、学生の参加がしにくい時期である。４年生は卒業、３年生は就活で参加できず、対象が１、２年生にな
らざるを得ないが、１年生からゼミを設置している大学はほとんどないので実質２年生しか参加できない状況になっ
てしまっていることである。先に挙げた大学生観光まちづくりコンテストの実施が６月から９月にかけての夏休みが
中心であるので、それを避けるために致し方ない面もあるが今後の検討課題であることは確かである。
６．今後の課題と展開
　地域観光施策としてのいくつかの観光振興或いは地域活性化を目的とした大学生等を対象としたコンテストを見て
きたかが、結論から先に述べれば誘致する地域や主催する行政機関等はもう少し覚悟を持って取り組む必要があると
いうことである。即ち、地域内だけでは解決できない課題を、大学・学生の持つ専門的知識やアイデアで解決し地域
活性化を図ることや既存の行政組織などの発想や取組みでは追いつかない新たなニーズなどに対して学生の既成概念
にとらわれない自由な新たな発想、企画を取り入れることにより現状を打破し課題を解決するためにコンテストとい
う手法を取り入れているのだから、その企画提案を実現しなければ意味がないということである。コンテストを開催
することが目的になっている場合もある。勿論、開催すること自体、いわゆるMICE の観点からは必要な施策では
あるが、少なくとも実証実験は必要ではないかということである。実現化、即ち、地域政策としては事業予算を確保
して関係者との調整を図りとりあえず実施してみること（実証実験）が必要である。これをしないと次のステップに
行くための改善点も見つからない。その点、立山町は町長自らが審査委員長を務めて最優秀賞を授与したプランは議
会の承認を得て翌年度必ず実証実験を実施することが決定している。覚悟と責任をもって選考していることが明白で
ある。
　大学生観光まちづくりコンテストにおいて、少なくともその地域において知事賞や市長賞を出したのであるならそ
れぞれ県や市が責任を持って実施する覚悟とその仕組みを確立しなければ観光政策的には何のために本コンテストを
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誘致したのか議会や県民・市民に説明がつかないことになる。各ステージで最優秀賞として出される観光庁長官賞も
観光庁は後援とは言え、仮にも長官賞を与えたプランについてはその実現に関して地域と連携のもと、各地方運輸局
に2015年度、新たな組織として企画観光部が新設されたこともあり、可能な限りサポートしていくべきである。
　例えば、2014年度、筆者のゼミの３年生チームが山梨ステージで最優秀賞である観光庁長官賞及び JTB賞に選ば
れた。プランの概要は『ご当地アイドルで町おこし　ピーチボーイズ』である。女性ご当地アイドルが各地で誕生し
ているがこのプランではそれらの地域との差別化を図るため男性アイドルのユニットを結成し、若い女性を主なター
ゲットとして、様々なイベントや首都圏などでのプロモーションを実施するものでイベントの多くは参加型としてこ
のご当地アイドルとの交流を通して地域を活性化させるプランであり、これを本学女子学生がプロデュースするとい
うものであった。ピーチボーイズというネーミングは笛吹市をはじめとしたこの地域の名産品の「桃」を意識したも
のである。このようにこれからの地域資源として注目されている「人」に焦点を当てた企画（人物観光）の新規性が
高く評価されたものであるが、未だに具体的な実現に至っていない。何回か旅行会社の仲介で地元地域との検討会議
を持ったが、最終的には「できない理由」を探す会議になってしまい具体的な動きには至っていない。結局、関係者
間の合意形成が上手く図れないことが要因の一つであるが、必ずしも企画提案の内容が100％実施できなくても今後
の地域観光政策としては一部分でも何らかの形で施策に取り入れていく姿勢が必要ではないかと考える。行政が得意
の「できない理由」を持ち出すと物事は絶対に前には進まないことを筆者は経験上、よく分かっており、残念な状況
になっている。このような状況を改善するためにも、少なくとも最優秀賞受賞プランに対して翌年度実証実験の義務
化を地域（自治体等）のコンテスト誘致、開催の条件とすることの検討などが今後の課題の一つである。
７．おわりに
　大学生観光まちづくりコンテストをはじめとしたこの種のコンテストの多くは、大学としては、実践的教育プログ
ラムやキャリア開発プログラムの一環としても参加できるものであり、観光まちづくりプランニングという形で大学
の最近の社会的使命の一つである地域・社会貢献を具現化することができる機会でもある。大学の知的シーズと地
域・産業の抱えるニーズのマッチングの場としても使えるものである。
　地域や産業界としても、若者の潜在的なニーズの発掘や新たなマーケティングの場として活用できるし、最優秀で
表彰されたプランに対しては、事業化などの機会の提供の可能性もあるので、若者の自由な新しい発想を取り入れた
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地域観光政策に関する一考察
地域の観光まちづくりを通じた新たなビジネスの開拓や産業振興の機会として活用することもできる。
　この種のコンテストを通じて、いわゆる Plan（計画）、Do（実施・実行）、Check（点検・評価）、Action（改善）
のこのサイクルを単年度又は複数年度にわたって、向上させて継続的に改善発展できれば、教育的効果はもちろんの
こと地域活性化の観光デザイン能力の向上においても計り知れない効果がある。
　以上のように、双方にメリットがあるのでこの種のコンテストを活用する地域や行政が増えている傾向にある。我
が国や地域、ひいては観光業界全体を考えても観光人材育成や観光デザイン力の育成或いは地方創生の視点からのそ
の有用性を論じることは重要ではあるがその実施や運用に関しては観光政策的な視点からのアプローチも必要であ
る。そのよう観点から今後、更に検証、研究を進めていきたい。
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